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平成 21年４月１日付組織改編 

 
 
 
 
 
  第一生命保険相互会社（社長  斎藤 勝利）では、平成 21 年４月１日付にて次の組織改編を実施いた
します。 
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Ⅰ．平成 21 年度組織改編の主な特徴 

平成 20 年８月に発表した中期経営計画「Value up 2010」に掲げる、「品質保証と生産性向上

の同時追求」の実現に向け、組織の機能強化および効率的な組織体制の構築を目的として、以下

の組織改編を実施します。 

 

 

１．「代理店検査部」の「検査部」への統合および「検査部」の「業務監査部」への改称 

第一フロンティア生命保険（株）の設立により、第一生命としての銀行窓販分野への商品供給

を段階的に収束させたこと等に伴い、代理店検査業務は減少している。これを踏まえ、今後は内

部監査と代理店監査の監査手法・視点の共有による監査レベルの高度化を通じ、検査機能の一層

の強化を図ることを目的に「代理店検査部」を「検査部」に統合する。 

なお、業務内容・機能の強化の一環として「検査部」を「業務監査部」に改称する。 

 

２．「国際業務管理室」の新設 

海外生保事業の拡大・進展に伴い、管理態勢を強化することを目的に「国際業務部」より管理

機能を独立させ、海外生保事業に係る独立牽制組織として「国際業務管理室」（部に準ずる室）

を新設する。 

 

３．「生涯設計開発部」の新設および「生涯設計企画部」、「生涯設計推進部」の廃止 

「生涯設計企画部」の販売支援・促進等に関する企画・開発機能と「生涯設計推進部」の販売

支援・促進等に関する運営機能について、企画機能と運営機能の一体化を図り、より効率的・効

果的な業務運営を進めるため、両部を統合し「生涯設計開発部」を新設する。これに伴い、「生

涯設計企画部」と「生涯設計推進部」を廃止する。 

 

４．「サービスセンター」、「コールセンター統括部」の新設および「コミュニケーション推進部」、

「東京サービスセンター」、「東海サービスセンター」、「大阪サービスセンター」の廃止 

東京・東海・大阪の３サービスセンターについて、統合的な管理による事務の標準化を一層推

進していくため、これらを統合し「サービスセンター」として新設する。これに伴い、「東京サ

ービスセンター」、「東海サービスセンター」、「大阪サービスセンター」を廃止する。 

また、各サービスセンター傘下のコールセンターおよび「コミュニケーション推進部」につい

ては、お客さまからのお問い合わせに対し、よりきめ細やかに対応できる体制を構築するため、

各コールセンターおよび「コミュニケーション推進部」を統括する部として「コールセンター統

括部」を新設する。これに伴い、「コミュニケーション推進部」を廃止する。 



５．「公法人第二部」の「公法人第一部」への統合および「公法人第一部」の「公法人部」への

改称 

「公法人第一部」については中央官公庁を、「公法人第二部」については地方自治体をそれぞ

れ担当しているが、今後、営業体制の一層の強化と効率化の推進およびお客さま利便性を向上さ

せるために、「公法人第二部」の担当のうち、東京都以外の地方自治体についてより現地に近い

法人組織等に移管した上で、「公法人第二部」を「公法人第一部」に統合する。また、「公法人

第一部」を「公法人部」に改称する。 

 

６．「埼玉営業局」、「千葉営業局」の廃止および「埼玉法人営業部」、「千葉法人営業部」の

新設 

事務対応・物件費面での効率化および機能集約による生産性向上のため、「埼玉営業局」、「千

葉営業局」について廃止し、組織機能を本社近隣に移転した「埼玉法人営業部」、「千葉法人営

業部」を新設する。 

 

７．「大阪法人営業推進室」の「大阪法人営業第一部」への統合 

大阪総局における法人営業機能と法人営業の推進機能を統合し、より一体的な運営による機能

強化および効率化を図るため、「大阪法人営業推進室」を「大阪法人営業第一部」と統合する。 

 

８．「企画第二部」の「関連事業部」への改称 

国内子会社等の管理について、運用関連子会社については「運用企画部」、その他事業関連子

会社等については「企画第二部」にて行っているが、国内子会社等を一体的に管理・運営するこ

とで、管理機能の強化および効率化を図るべく「運用企画部」より運用関連子会社等管理機能を

「企画第二部」に移管する。これに伴い、国内子会社等の管理組織として明確化すべく「企画第

二部」を「関連事業部」に改称する。 

 

９．「経営総務室」の「経営総務部」への改称 

株式会社化に向け、平成 21 年度の定時総代会後は、株主総会および株式管理に向けた準備を

進める必要がある。そのため、総代会運営を担当する「経営総務室」の機能変更、体制強化に向

けて「経営総務室」を「経営総務部」に改称する。 

 

１０．「アンダーライティング管理室」の「支払審査室」への改称 

保険金等支払管理態勢の強化という機能をより明確化した組織名称とすべく「アンダーライテ

ィング管理室」を「支払審査室」に改称する。 



１１．支社組織の体制整備 

支社組織においては、事務機能を本社組織やエリア内の中核的な支社組織に集約すると同時に、

経営資源の集約による効率的な組織運営体制とすることで生産性向上を図る。一方で、お客さま

満足度の向上を目指し、一定程度の支社機能を有する拠点が必要とされるエリアにおいては、市

場の規模・性質等の特性に応じた販売・サービスの展開を目的とした「営業支社」を設置する。 

                                                   

（１）道央支社の新設 

札幌東支社と苫小牧支社を統合し、道央支社を新設する。 

 

（２）さいたま総合支社および埼玉東部支社の新設 

大宮支社と浦和支社、越谷支社、春日部支社を再編し、さいたま総合支社（新設）および埼

玉東部支社（新設）とする。 

 

（３）柏常総支社および土浦営業支社の新設 

柏支社と土浦支社、水戸支社、成田支社を再編し、柏常総支社（新設）および土浦営業支社

（新設）、水戸支社、成田支社とする。 

 

（４）横浜総合支社の新設  

横浜支社と戸塚支社、湘南支社を再編し、横浜総合支社（新設）および湘南支社とする。 

 

（５）江東営業支社の新設 

都心総合支社と江東支社を再編し、都心総合支社および江東営業支社（新設）とする。 

 

（６）名古屋総合支社および名古屋西営業支社の新設 

名古屋支社と名古屋西支社を再編し、名古屋総合支社（新設）および名古屋西営業支社（新

設）とする。 

 

（７）豊橋営業支社の新設 

岡崎支社と豊橋支社を再編し、岡崎支社および豊橋営業支社（新設）とする。 

 

（８）岸和田支社の統合 

岸和田支社を堺支社へ統合する。 

 

（９）大阪西支社の統合 

大阪西支社を大阪北支社へ統合する。 



（１０）大阪コンサルティング営業室の新設 

大阪中央支社と大阪東支社、大阪北支社を再編し、大阪コンサルティング営業室（新設）お

よび、大阪東支社、大阪北支社とする。 

 

（１１）東四国支社および徳島営業支社の新設 

高松支社と徳島支社を再編し、東四国支社（新設）および徳島営業支社（新設）とする。 

 

（１２）福岡総合支社および福岡コンサルティング営業室の新設 

福岡支社と福岡西支社を再編し、福岡総合支社（新設）および福岡コンサルティング営業室

（新設）とする。 

 

（１３）佐世保営業支社の新設 

長崎支社と佐世保支社を再編し、長崎支社および佐世保営業支社（新設）とする。 

 

 

 

 



Ⅱ．組織改編 

 

１．本社組織 

（１） 代理店検査部を検査部に

統合し、検査部を業務監査部

に改称する。 

 

検査部              業務監査部 （改称） 

代理店検査部（廃止） 

（２）国際業務管理室を新設す

る。 

 

国際業務部             国際業務部 

                国際業務管理室（新設）

（３）生涯設計開発部を新設し、

生涯設計企画部、生涯設計推

進部を廃止する。 

生涯設計企画部（廃止）      生涯設計開発部（新設）

生涯設計推進部（廃止） 

（４）サービスセンター、コール

センター統括部を新設し、東

京サービスセンター、東海サ

ービスセンター、大阪サービ

スセンター、コミュニケーシ

ョン推進部を廃止する。 

東京ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ（廃止）      ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ（新設） 

 （東京ｺｰﾙｾﾝﾀｰ） 

東海ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ（廃止） 

 （名古屋ｺｰﾙｾﾝﾀｰ） 

大阪ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ（廃止）      ｺｰﾙｾﾝﾀｰ統括部（新設）

 （大阪ｺｰﾙｾﾝﾀｰ） 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ推進部（廃止）         

（５）公法人第二部を公法人第一

部に統合し、公法人第一部を

公法人部に改称する。  

 

公法人第一部            公法人部（改称） 

公法人第二部（廃止） 

（６）埼玉法人営業部、千葉法人

営業部を新設し、埼玉営業局、

千葉営業局を廃止する。  

 

埼玉営業局（廃止）       埼玉法人営業部（新設）

千葉営業局（廃止）       千葉法人営業部（新設）

（７）大阪法人営業推進室を大阪

法人営業第一部に統合する。 

  

大阪法人営業第一部       大阪法人営業第一部 

大阪法人営業推進室（廃止） 

（８）企画第二部を関連事業部に

改称する。  

 

 

企画第二部           関連事業部（改称） 



（９）経営総務室を経営総務部に

改称する。  

経営総務室           経営総務部（改称） 

（１０）アンダーライティング管

理室を支払審査室に改称す

る。  

 

ｱﾝﾀﾞｰﾗｲﾃｨﾝｸﾞ管理室       支払審査室（改称） 

 

 

２．支社組織 

（１）札幌東支社と苫小牧支社を

統合し、道央支社を新設する。 

 

札幌東支社         道央支社（新設） 

苫小牧支社 

（２）大宮支社と浦和支社、越谷

支社、春日部支社を再編し、

さいたま総合支社（新設）お

よび埼玉東部支社（新設）と

する。 

 

大宮支社          さいたま総合支社（新設）

浦和支社 

春日部支社 

越谷支社          埼玉東部支社（新設） 

     

（３）柏支社と土浦支社、水戸支

社、成田支社を再編し、柏常

総支社（新設）および土浦営

業支社（新設）、水戸支社、

成田支社とする。 

 

柏支社           柏常総支社（新設） 

土浦支社          土浦営業支社（新設） 

水戸支社          水戸支社 

成田支社          成田支社 

（４）横浜支社と戸塚支社、湘南

支社を再編し、横浜総合支社

（新設）および湘南支社とす

る。 

 

横浜支社          横浜総合支社（新設） 

戸塚支社 

湘南支社          湘南支社 

（５）都心総合支社と江東支社を

再編し、都心総合支社および

江東営業支社（新設）とする。 

 

都心総合支社        都心総合支社 

江東支社          江東営業支社（新設） 

（６）名古屋支社と名古屋西支社

を再編し、名古屋総合支社（新

設）および名古屋西営業支社

（新設）とする。 

 

名古屋支社         名古屋総合支社（新設） 

名古屋西支社        名古屋西営業支社（新設）



（７）岡崎支社と豊橋支社を再編

し、岡崎支社および豊橋営業

支社（新設）とする。 

 

岡崎支社          岡崎支社 

豊橋支社          豊橋営業支社（新設） 

（８）岸和田支社を堺支社へ統合

する。 

 

堺支社           堺支社 

岸和田支社 

（９）大阪西支社を大阪北支社へ

統合する。 

 

大阪北支社         大阪北支社 

大阪西支社 

（１０）大阪中央支社と大阪東支

社、大阪北支社を再編し、大

阪コンサルティング営業室

（新設）および、大阪東支社、

大阪北支社とする。 

 

大阪中央支社        大阪ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ営業室（新設）

大阪東支社         大阪東支社 

大阪北支社         大阪北支社 

（１１）高松支社と徳島支社を再

編し、東四国支社（新設）お

よび徳島営業支社（新設）と

する。 

 

高松支社          東四国支社（新設） 

徳島支社          徳島営業支社（新設） 

 

（１２）福岡支社と福岡西支社を

再編し、福岡総合支社（新設）

および福岡コンサルティング

営業室（新設）とする。 

 

福岡支社          福岡総合支社（新設） 

福岡西支社        福岡ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ営業室（新設）

（１３）長崎支社と佐世保支社を

再編し、長崎支社および佐世

保営業支社（新設）とする。 

 

長崎支社          長崎支社 

佐世保支社         佐世保営業支社（新設） 
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